
用語説明 【歳入】
市税　皆さんが納めている市民税、固定資産税、
　軽自動車税、たばこ税です。
繰入金　積立金（基金）の取り崩しや他の会計か
　ら繰り入れたお金です。
地方交付税　市町村の財力に応じて国から交付さ
　れるお金です。市町村間の財政力の不均衡をな
　くし、一定の住民サービスが行えるように国税
　の所得税や法人税、酒税、消費税を国が配分す
　るものです。
国庫支出金　市町村が行う特定の事業に対して国
　から交付されるお金です。
市債　市の借入金で償還が２年以上にわたるもの
　です。施設の建設などのように一時的に多額の
　経費を必要とし、長期間にわたって利用できる
　ものの財源にあてられます。
県支出金　市町村が行う特定の事業に対して県か
　ら交付されるお金です。

用語説明　【目的別歳出】
民生費　高齢者や障がい者に対する福祉の充実や、
　子育て支援などの経費
教育費　公立学校や幼稚園、図書館の運営、文化・
　スポーツ振興、世界遺産の保存などの経費
総務費　徴税や企画調整、郷づくりなどの経費
衛生費　ごみやし尿処理、環境保全、健康増進、
　疾病予防などの経費
土木費　道路や公園などの維持・整備などの経費
公債費　市の借入金などを返済するための経費
消防費　消防や災害対策の経費
農林水産業費　農林水産業の振興、施設整備な
　どの経費
商工観光費　商工業、観光の振興などの経費

【性質別歳出】
　地方公共団体の経費を、その経済的性質を基準
として分類したもので、義務的経費、投資的経費、
その他の経費に分けられます。

義務的経費　人件費や扶助費などの支出が義務付
　けられている経費
投資的経費　普通建設事業や災害復旧事業などの
　行政水準の向上に直接寄与する経費
扶助費　法令に基づき子どもや高齢者、障がい者
　などの世帯の生活を支援するための経費
人件費　職員給与、議員報酬など
公債費　市の借入金などを返済するための経費
普通建設事業費　道路や公共施設の新増設に必
　要とされる経費
物件費　旅費、交際費、需用費など消費的性質を
　もつ経費
補助費等　各種団体への補助金や各種団体への負
　担金として支出する経費
繰出金　一般会計、特別会計の会計相互間で支
　出する経費

　市政運営の指針や予算説明書な
どの資料は、市公式ホームページ
や市役所本館2階の情報コーナー
で公開しています。
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　民生費は、出産・子育て応援交付金事業や基幹相談支援セ
ンター事業などの実施により前年度と比較すると 2 億 1,247
万 6千円、1.9％の増加となりました。
　教育費は、古墳公園史跡等購入事業などが減額となったもの
の新設小学校建設事業、新設共同調理場整備事業などの実施
や複合文化センター改修事業の増額によって前年度と比較する
と2億 6,451 万 5千円、4.7％の増加となりました。
　衛生費は、新型コロナウイルスワクチン接種事業の減額など
によって前年度と比較すると1億 936 万 5千円、4.7％の減少
となりました。
　土木費は、橋梁長寿命化修繕事業などの増額により前年度と
比較すると3億 5,152 万２千円、19.9％の増加となりました。

　市税は、人口増加の影響などによって、総額を 70 億 5,361 万円とし、
前年度と比較すると2億2,855万6千円、3.3%の増加を見込んでいます。
　地方交付税は、地方財政計画の伸び率などを参考に基準財政需要額
および基準財政収入額の推計を行い、特別交付税を含め前年度に比べて
3,600 万円、0.6%減少しています。
　国県支出金は、出産・子育て応援交付金の皆増や社会資本整備総合交
付金などの増加があるものの、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金の皆減や史跡等購入費補助金などの減額によって、前年度に比べ
て11億 1,432 万 8千円、12.9%減少しています。
　市債は、新設小学校建設事業に充当する学校教育施設等整備事業債の
増加などによって、前年度に比べ 8 億 1,770 万円、50.6% の増加として
います。

　一般会計とは、市民サービスの提供を
始めとする、行政運営の基本的な経費を
計上している会計です。特別会計とは、
特定の収入を特定の支出に充てるため、
一般会計と区別して経理する必要があ
る場合に設置する会計です。特別会計は、
法律で設置が義務付けられている国民
健康保険や介護保険などと、市が条例
で定めて設置するものに分けられます。
　３つの特別会計予算は、前年度と比較
して国民健康保険事業特別会計が 857
万2千円（0.1％）の増加、後期高齢者医療

事業特別会計が6,397万7千円（5.4％）
の増加、介護保険事業特別会計が1,274
万6千円（0.2％）の減少となりました。

　公営企業会計である公共下水道事業
会計の予算は、前年度と比較して、7,477
万6千円（2.3％）の減少となりました。

▲令和5年度
　予算説明書
　など

▲令和5年度
　市政運営の
　指針

※公共下水道事業会計の額は収益的支出と資本的支出の合計額

区分

　　一般会計
　国民健康保険事業
　後期高齢者医療事業
　　介護保険事業
公共下水道事業会計
　　合　　計

令和５年度 　　
284億2,256万2千円

66億2,282万円
12億4,777万8千円
54億3,083万5千円
31億6,825万8千円
448億9,225万3千円

令和４年度 　　
275億4,583万8千円
66億1,424万8千円
11億8,380万1千円
54億4,358万1千円
32億4,303万4千円
440億3,050万2千円

増減率
3.2％
0.1%
5.4%
△0.2%
△2.3%
2.0%

年度
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別
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計

一般会計と特別会計
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一般会計歳出 一般会計歳入

歳出予算
（目的別）

民生費
113億6,381万7千円

40.0％

農林水産業費、商工観光費
6億1,088万9千円
2.1％

消防費  8億8,219万5千円
3.1％

土木費
21億2,202万9千円
　　　7.5％

公債費
19億9,446万7千円
　　　　　7.0％

衛生費
22億373万2千円

7.8％

総務費、その他
33億2,814万6千円

11.7％
教育費

59億1,728万7千円
20.8％

歳出予算
（性質別）

その他
9億5,029万3千円
3.4％

人件費
33億9,157万3千円
11.9％

扶助費　　　　
　　80億8,832万3千円

28.5％

義務的
経費

公債費
19億9,446万7千円
7.0％

物件費
39億1,311万3千円

13.8％

普通建設事業費
42億7,110万9千円

15.0％　

繰出金
25億1,294万5千円

8.8％

補助費等
33億73万9千円

11.6％

歳入予算
284億

2,256万2千円

市税
70億5,361万円
24.8％

自主財源、その他
16億6,917万1千円

　　5.9％
地方交付税

58億6,000万円
20.6％

自主財源
　37.3％

依存財源
　　62.7％

地方消費税交付金
15億円
5.3％

市債
24億3,250万円

8.6％

国庫支出金　
51億4,306万3千円

18.1％　

県支出金
23億6,112万8千円

8.3％

繰入金
18億7,989万円

6.6％

依存財源、その他　
5億2,320万円
1.8％
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